平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名: 食と農を考える県民運動推進事業費
（消費者行政活性化基金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2855）E-mail：c11444@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：300千円
  （現計予算額：600千円　　　　補正予算額：900千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　県民（消費者）、企業・団体に、岐阜県の農業や地産地消等について認識を深めるための普及啓発活動を実施する。
　地方消費者行政活性化基金を活用し地産地消フォーラムを開催する。

（１）地産地消フォーラムの開催

　　　・地産地消に関する講演会を行うとともに、県内で行われている先進的な活動の紹介、参加者による意見交換を行うことにより、食と農の結びつき、地産地消の大切さについて考え、地産地消活動を一層発展させることを目的に開催する。

	２　所要経費


（１）地産地消フォーラムの開催：0千円→300千円

　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　　・農産物の地産地消を拡大する
	２　これまでの取組状況


幅広い県民参加による、地産地消や食育など消費・生活の両面からの取り組みを県民運動として展開する推進母体として平成１９年８月３０日に「岐阜県食と農を考える県民会議」を設置した。
県民会議の推進役として、県内各地域で食と農に関する活動を積極的に展開している人を世話人に委嘱し、世話人会を開催し県民会議の活動を県民が自主的に参加する県民運動へ高めていくための方策について検討してきた。
県内で開催されるイベント等を通じて地産地消の普及啓発を行うとともに、県民会議の会員募集を行ってきた。
	３　これまでの取組に対する評価


　従来のイベント等を通じた地産地消の普及啓発を行うとともに、平成２３年９月より新たに携帯電話向けメールマガジンの配信を開始し、会員への情報発信を強化してきた。今後は、更に県民会議会員への加入を促す仕掛け作りや、加入しやすい環境整備を図る。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	600

	補正

要求額
	300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	300

	決定額
	300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	300


